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 東京での研修が
担当した申告であり
こととなった。 
 本人によると、早朝

類を押収し、夕方検察庁
検察官による取り調べ、裁判対応等で
事務所にとっても長く苦しい月日であった
は今でも鮮明に思い出される。 

公認会計士・税理士として経験不足の
    

 

 

 
 
 
税務署の調査等によって、修正申告の指導をされた場合や更正処分を受けた場合には、本来納付すべき税額に加え、

罰金的に加算税の納付が必要になります。具体的には次のようなものです。
 

①過少申告加算税（地方税は過少申告加算金

税務署から指摘されて修正申告をしたり、更正処分をうけたときに課されます。

ただし、税務署の指導の前に、自主的に修正申告した場合には課されません

〈 計算式 〉 
(追加納付税額×10%)＋（追加納付税額－期限内納付税額と

②無申告加算税（地方税は不申告加算金

期限後申告や無申告のため決定処分を受けたときに課されます。

〈 計算式 〉 
   納めるべき税額（又は期限後に申告して納めた税額）×

ただし、税務署の指導の前に、自主的に申

③不納付加算税（地方税にはありません

源泉徴収した税金を期限内に納めなかったときに課されます。

〈 計算式 〉 
源泉徴収して納めるべき税額×

ただし、税務署の指導の前に、自主的に納付したときには、

④重加算税（地方税は重加算金）  

事実の隠ぺいや仮装をし、脱税したときに課されます。

〈 計算式 〉 
①の過少申告加算税及び③の不納付加算税に代えて課されるケース

追加納付税額（源泉徴収して納めるべき税額）×

②の無申告加算税に代えて課されるケース

追加納付税額×40% 
 
 

 

 

 

 

 

 

                                          

 

延滞税（地方税は延滞金）は、利子に相当するもので、自主的に修正申告を提出しても課されます。

本来の納付期限から実際の納付日までの期間に応じて、納期限までの期間又は納期限の翌日から

は1ヶ月）を経過する日までは年7.3%
なお、延滞税の年7.3%の割合は、各年の特例基準割合（各年の前年

を加算した割合。（平成２２年中は4.3%
 また、重加算税が課されないケースにおいては、

ととなった場合でも、延滞税は１年分を限度に課されます（計算期間の特例）。

   
 

 

    

が終了して会場を出た直後に、査察事件の発生を知
であり、当事務所の責任は全く無い事件ではあるが、暗澹

早朝２０人近い査察官が自宅兼事務所に飛び込み
夕方検察庁への同行を求められたようである。それから１０ヵ月

で本人は死ぬような苦しみを味わったようであるが、応援団
であった。本人に執行猶予のついた判決を受けた瞬間の

の若き私に、国家権力の強大さを教えてくれた事件でありました
              

税務署の調査等によって、修正申告の指導をされた場合や更正処分を受けた場合には、本来納付すべき税額に加え、

罰金的に加算税の納付が必要になります。具体的には次のようなものです。 

過少申告加算金） 

税務署から指摘されて修正申告をしたり、更正処分をうけたときに課されます。 
ただし、税務署の指導の前に、自主的に修正申告した場合には課されません。 

＋（追加納付税額－期限内納付税額と50万円のいずれか多い金額）×

不申告加算金） 

期限後申告や無申告のため決定処分を受けたときに課されます。 

納めるべき税額（又は期限後に申告して納めた税額）×15% ＋（納めるべき税額－

ただし、税務署の指導の前に、自主的に申告した場合には、上記15%は5%に軽減されます。

にはありません）  

源泉徴収した税金を期限内に納めなかったときに課されます。 

源泉徴収して納めるべき税額×10%  
し、税務署の指導の前に、自主的に納付したときには、5%に軽減されます。

事実の隠ぺいや仮装をし、脱税したときに課されます。 

過少申告加算税及び③の不納付加算税に代えて課されるケース  
追加納付税額（源泉徴収して納めるべき税額）×35%  

②の無申告加算税に代えて課されるケース 
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は、利子に相当するもので、自主的に修正申告を提出しても課されます。

本来の納付期限から実際の納付日までの期間に応じて、納期限までの期間又は納期限の翌日から

7.3%（日歩2銭）、それ以降は14.6%（日歩4銭）の割合でかかります。

の割合は、各年の特例基準割合（各年の前年11月30日現在における基準割引率に年

4.3%））が年7.3%に満たない場合には、その特例基準割合で計算されます。

また、重加算税が課されないケースにおいては、法定申告期限から１年以上経過した後に修正申告を提出するこ

でも、延滞税は１年分を限度に課されます（計算期間の特例）。       

知った。前の税理士事務所が
暗澹たる思いで飛行機に乗る

み、あらゆる書   
月、査察官及び
応援団である当
の安堵の気持ち

でありました。   
                  （竹内） 

税務署の調査等によって、修正申告の指導をされた場合や更正処分を受けた場合には、本来納付すべき税額に加え、

万円のいずれか多い金額）×5% 

＋（納めるべき税額－50万円）×5% 
に軽減されます。 

に軽減されます。 

                                              （大寺） 
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は、利子に相当するもので、自主的に修正申告を提出しても課されます。 
本来の納付期限から実際の納付日までの期間に応じて、納期限までの期間又は納期限の翌日から 2 ヶ月（地方税

銭）の割合でかかります。 
日現在における基準割引率に年4%

に満たない場合には、その特例基準割合で計算されます。 
法定申告期限から１年以上経過した後に修正申告を提出するこ
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平成２２年９月分より厚生年金保険料率が変更となります 
 

現行  厚生年金保険料 １５．７０４％ ( 個人負担 ７．８５２％ ) 

 

改 定 

厚厚厚生生生年年年金金金保保保険険険料料料率率率   １１１６６６．．．０００５５５８８８％％％   (((   個個個人人人負負負担担担   ８８８．．．０００２２２９９９％％％   )))   

※ 健康保険・介護保険料率は現行通りです ※  H22 年3 月分より適用 

  徳島県健康保険料率 ９．３９％   ( 個人負担 ４．６９５％ ) 

  介 護 保 険 料 率 １．５％    ( 個人負担 ０．７５％ ) 
 

７月提出の報酬月額算定基礎届の標準報酬月額が決定しております。 

９月改定となっておりますので、厚生年金保険料率と併せて標準報酬月額の 

等級改定による保険料にもご注意下さい。 

 

（向） 

 

 

１ ８月分の源泉所得税・住民税の特別徴収税額の 
  納付 
  納期限･･･９月10日 
２ ７月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方

消費税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民

税＞ 
  申告期限･･･９月30日 
３ １月、４月、７月、10月決算法人の３月ごとの期

間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税＞ 
  申告期限･･･９月30日 
４ 法人・個人事業者の１月ごとの期間短縮に係る確

定申告＜消費税・地方消費税＞ 
  申告期限･･･９月30日 

５ １月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方

消費税・法人事業税・法人住民税＞･･･半期分 
申告期限･･･９月30日 

６ 消費税の年税額が 400 万円超の１月、４月、10
月決算法人・個人事業者の３月ごとの中間申告 

＜消費税・地方消費税＞ 
  申告期限･･･９月30日 
７ 消費税の年税額が4,800万円超の６月、７月決算

法人を除く法人・個人事業者の１月ごとの中間申

告（５月決算法人は２ヵ月分）＜消費税・地方消

費税＞ 
  申告期限･･･９月30日 

 

 

 

10日  一括有期事業開始届＜概算保険料160万円 
     未満：請負金額19,000万円未満の工事＞ 
       （労働基準監督署） 
30日   健保・厚年の保険料納付（郵便局または銀行） 

健保印紙受払等報告書・雇保印紙保険料納付

（使用）状況報告書提出（社会保険事務所ま

たは健康保険組合、公共職業安定所） 
 
 

支給事由を同一にする被用者年金の受給権を

有する基礎年金受給権者（誕生月を迎える者）

現況届 
旧国民年金（老齢・通老）受給権者（誕生月

を迎える者）現況届 
 
※ 老人週間（15日～21日） 

健康増進普及月間 
船員労働安全衛生月間

 

９月の税務 

９月の社会保険労務 



 

 

 

 

 
 
 

《資産税係》 

住住宅宅購購入入時時のの名名義義はは誰誰にに？？    
住宅資金の非課税（直系尊属からの贈与で、平成２２年は

１５００万円、平成２３年は１０００万円までは贈与税が非課税）

や、住宅版エコポイントの導入もあり、住宅の購入をお考え

の方も多いのではないでしょうか？ 

住宅の取得にあたり、例えば妻の親から資金援助を受け

た場合には、援助のあった割合に応じてその持ち分を妻の

名義とする必要があります。また、ご夫婦で住宅ローンを組

み、その負担割合に応じて共有名義にされる場合もあると思

います。 

以下、住宅を共有名義とする場合のメリット、デメリットを簡

単にまとめました。 

＜共有名義のメリット＞ 

① 共有名義だと売却等勝手に処分できない 

② 夫婦で借入を行なった際には住宅ローン控除が２人

で受けられる 

③ 売却した場合、売却時の売却益からそれぞれが特

別控除を受けられる 

＜共有名義のデメリット＞ 

① 出産育児などで共働きでなくなってもそれぞれでロ

ーンの支払が必要となるし、給料がなくなった人の

住宅ローン控除が無駄になる 

② 登記料が少し高くなる 

③ 離婚（縁起でもありませんが）の場合、住宅ローンの

負担とからみ財産分配が煩雑になる 

※税務以外のメリットとしては、奥様の名義が少しでも入って

いれば「私の家♪」と毎日の掃除がちょっぴり楽しくなるかも

しれませんね。                    （坂田） 
 

 

《医療係》 

奨奨学学金金返返還還免免除除はは課課税税ししななくくててよよいい！！？？    
ある病院から無利息で奨学金の貸与を受けた看護学

生が、卒業後、当該病院に看護師等としてその貸与期間

と同程度の期間勤務することを条件として、奨学金等の

返還を免除されることがあります。この場合、看護学生は、

支払うべき利息及び奨学金を病院から免除してもらった、

つまり利益を受け取った、として所得税が課せられるの

ではないか。このような疑問に対して先日、国税庁から、

「このケースでは所得税を課税しなくてもよい」との回答

がありました。 

 この取扱いは既に雇用関係のある使用人等に対して支

給する職務上必要な技術・資格の取得費用についての

取扱い（所得税基本通達9-15）に準じたものですが、事

実関係等によってその課税関係が異なる場合が生じるこ

とがありますので、上記のような事例が生じた場合はご注

意ください。 

（後藤） 

 

 

《建設係》 

格格付付のの変変更更点点等等ににつついいてて    
 ６月号から経営事項審査等における変更点及び 

注意点について書きましたが、今月号で最終回 

となります。 

① 地域貢献活動に対する評価点数の２倍化 

（ 最高２５点 → 最高５０点 ） 

１． 県土木施設アドプト支援事業における活動又は県

土木施設に対する３年以上の無償奉仕活動  

 ５点 → １０点                     

２． 深夜等における緊急活動等 

最高１０点 → 最高２０点 

３． その他のボランティア活動  

最高 ５点 → 最高１０点 

４． 各庁舎と異常気象時等の応急工事に関する協定締

結又は従業員が消防団に加入 

最高 ５点 → 最高１０点 

※回数等はそのままで、活動１回あたりの評価が 

   ２倍となります。 

② 入札参加資格申請の隔年化について 

平成２３年度から県内建設業者の入札参加資格申請

が２年に１回と隔年化されました。 

ただし、定期受付以外の入札参加資格申請につい

ては随時受付となります。 

なお、格付は、経営事項審査提出資料等を活用して

毎年更新されます。              （待田） 

《会計制度》 

国国際際財財務務報報告告基基準準（（２２））  
  

先月は、IFRS（国際財務報告基準）を導入すれば、世

界各国の企業が同一の会計基準を基に財務諸表を作成

することになり、企業間の比較が容易になる、と申し上げ

ました。 

しかし、そんな単純な話なのでしょうか？ 

EU は 2005 年に、域内上場企業に対して IFRS の採用を

義務付けました。米国及び日本は、2015～2016 年頃の

導入を目指しています。 

こう書くと、IFRS の内容は確定していると思ってしまいま

すが、そうではありません。 

2010年6月時点でも、「収益認識についての基準」「包

括利益の表示」等々、公開草案（改善案）が提案されてい

ます。要するに、おおむね確定しているものの、細かい

（？）部分は現在作成中、ということです。 

今頃？と思ってしまいますが、理由は簡単です。各国の

本音が「IFRSが自国基準に合わせてくれたらよいのに」と

いうエゴに集約されるから。これに尽きます。 

当然のことながら、IFRS と各国基準との差異は財務諸表

の数値の差異となって表れます。逆に言えば、IFRS と各

国基準との差異がなければ、財務諸表を修正する必要も

ありません。各国とも、自国企業に与える影響が少しでも

小さくなるよう交渉しているのが現実だと思われます。

IFRS 導入の趣旨はいったいどこへ・・・。     （渡邊） 



 
 

 

 
ちょっとブレイクタイム

さくら事務所

あなたは、

どうぞご覧

                                                                                           
 

１．性別  

２．血液型 

３．年齢 

４．目玉焼きには何をかける？ 

５．好きなラーメンの種類は？ 

 

 

 

男

46%女

54%

A
50%

B型

13%

O型

30%

AB型

7%

２０代

14%

３０代

45%
４０代

20%

５０代

7%

６０代以上

14%

醤油

38%

ソース

22%
塩こしょう

16%

食べない

8%

その他

16%

醤油

33%

味噌

17%
豚骨

20%

塩

8%

徳島

ラーメン

22%
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TEL：０８８－６２５－２５５６ 
FAX：０８８－６５４－１１８１ 

当文書に掲載された記事の無断

一切禁止しております。内容には

を保証するものではありません。

て損害を被った場合についても、

た特定の商品を奨励または中傷

 

ちょっとブレイクタイム♪♪ 
事務所の役職員にアンケートをとってみました。 

、多数派？？少数派？？ 
覧ください。 

                                                                                           

 

 

 

 

 

６．お雑煮を食べるなら？

７．今現在の財布の中身は

８．出身地はどこ？ 

BEST １．徳島市 

    ２．吉野川市 

    ３．藍住町 

    ４．その他県内 ４人

    ５．その他県外 ４人

（大阪・和歌山・大分・香川）

９．学生時代の部活動は？

BEST １．テニス部 

    ２．バスケ部・バレー部・陸上部

    ３．野球部・ソフトボール部・サッカー部

      吹奏楽部 

  その他少数派 

演劇部、山岳部、合気道部、ラグビー部

１０．今までにした事がある

BEST １．飲食店及び接客業

    ２．家庭教師 

    ３．スーパー 

    ４．コンビニ・土木建設業

その他少数派 

  茶葉の加工、ＮＨＫの

            

A型

50%

醤油

38%

醤油

33%

すまし

20%

合わせ味噌

26%

1万～3万
32%

それ以上

23%

徳島県労務能率協会                   

徳島市佐古五番町２番５号 
 

net.ne.jp    

無断での使用・転載・引用などは

には万全を期していますがその内容

。万一、当文書の情報に基づい

、一切責任を負いかねます。ま

中傷するものではありません。 

                                                                                               (平野)   

？ 

 

は？ 

 

４人 

４人 

（大阪・和歌山・大分・香川） 

？ 

２．バスケ部・バレー部・陸上部 

３．野球部・ソフトボール部・サッカー部 

合気道部、ラグビー部 

あるアルバイトは？ 

飲食店及び接客業 

４．コンビニ・土木建設業 

茶葉の加工、ＮＨＫのﾆｭｰｽﾃﾛｯﾌﾟ作成 

            

赤みそ

8%

白みそ

46%

1,000円
未満

3% １千～５千

19%

５千～１万

23%


